
被災者台帳作成チェックリスト（市区町村内導入編）
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	チェック

	ステップⅠ　平時からの備え　１組織・体制　（１）項目①～⑤
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	項目①
	被災者台帳掲載項目を定めているかどうか。
＜ポイント＞

・災害対策基本法令に基づく以下（１及び２）の項目（法定項目）は必須。

・また、以下項目の具体的な内容については、内閣府が「データ項目の例示（以下「項目の例示」）」を作成しているが、当該例示項目で十分か検討が必要。例えば、以下のような施策等があれば、適宜項目の追加が必要。

　・市町村・都道府県における独自の被災者支援施策

　・個々の災害の発生を受け当該災害に係る被災者向けの特別の支援策

　・その他、項目の例示には記載されていない「被災者の援護の実施に関し市町村長が必要と認める事項」
・さらに、応急仮設住宅等を設置した場合は、次の項目を追加することが望ましい（応急仮設住宅等の所在地を住所または居所として掲載するほか、その入退去の状況（「入」「退」と示すことに加えて、入退去の年月日）についても被災者の援護に係る項目として掲載することが考えられる。）。

－　応急仮設住宅の入退去管理

－　復興公営住宅への入退去管理
・逆に項目の例示の中で不要なものがあれば、それらの項目は除外し、被災者台帳には掲載しない。

　※　項目の例示は、あくまでも「参考」であり、市区町村の実情等に応じて項目を設定でき、この例示にある項目を必ず準拠しなければならないものではない。

	・内閣府災対法

・データ項目の例示
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	項目①
	１．災害対策基本法第９０条の３に規定する項目（法定項目）

　①　氏名

　②　生年月日

　③　性別

　④　住所又は居所

　⑤　住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況

　⑥　援護の実施の状況

　⑦　要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由

　⑧　前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項

２．災害対策基本法施行規則第８条の５に規定する項目（法定項目）

　①　電話番号その他の連絡先

　②　世帯の構成

　③　罹災証明書の交付の状況

　④　市町村長が台帳情報を当該市町村以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、その提供先

　⑤　前号に定める提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時

　⑥　被災者台帳の作成に当たって行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第五項に規定する個人番号を利用する場合には、当該被災者に係る個人番号

　⑦　前各号に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に関し市町村長が必要と認める事項　
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	項目②
	被災者台帳掲載項目に関する情報（データ）を有している、または、発災後に作成・収集する部署（情報保有部署）は把握しているか。

　想定される情報保有部署

　・災害対応部署（被害の状況等、総括）

　・住民基本台帳担当部署（氏名、生年月日、性別、住所または居所）

　・福祉担当部署（介護保険料の減免、介護サービス利用料金の減免、要介護度）

　・税担当部署（減免の状況等）

・住家の被害認定調査担当部署（被害認定調査の結果）

　・被災者支援担当部署（各支援業務の支援実施状況）

・避難所（者）担当部署（避難所の所在地、避難者名簿、退所日）

・仮設住宅担当部署（入居日、退去日）

・生活資金等融資担当部署（融資の状況等）

・上下水道やガス担当部署（利用料金の減免）

・保育園、幼稚園、学校教育担当部署（保育料の減免、就学援助費、学用品の支給業務等）

・上記以外の部署が担当している場合　例：特設の総合的な窓口等

＜ポイント＞

・被災者台帳掲載項目及び以下の関係部署等が有している現在のデータの保有状況（どのようなデータ項目があるのか）、データの保有形式（システムか、Excel等のデータファイルか、紙媒体か）、どのようなデータの活用を希望しているか（他の部署が有している●●に関するデータが欲しい）、被災者台帳を作成した際の活用方法などについて、関係すると思われる部署への個別ヒアリングを行ったうえで、関係部署を確定させるステップを踏むことが必要。

・被災者の避難先（居所）・連絡先の情報や第三者への被災者台帳掲載項目に関する情報の提供同意等の情報収集ルールを事前に検討しておくことが必要。
・支援の実施状況等の情報を集約して管理するのか担当部署ごとに管理するのかを整理しておくことが必要。（情報を取得した部署において個別に更新する仕組みとするか、または、主管部署を定め、各部署は主管部署に情報を提供のうえで、この主管部署が一括して被災者台帳掲載項目に関するデータの情報を更新する仕組みとするかなどの検討・整理が必要）。
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	項目③
	情報保有部署における被災者台帳掲載項目に関する情報（データ）の保有形態は把握しているか。
＜ポイント＞
· 各部署が保有している被災者台帳掲載項目に関するデータの情報が、紙媒体か、Excel・Accessも含むファイル形式か、個別のシステムか、データリスト形式か、個人個人の個票形式かを把握のうえで、それらの情報を災害発生後に、どの様に共有すべきか検討。
· 情報を共有するために情報保有部署保有のデータ形式を変更する必要があるか検討。
· 情報保有部署において管理しているシステムからデータを抜き出す場合には、情報保有部署において、データ抽出までの作業方法をマニュアル化しておくことがより適切（保有データの抽出等に当たり、委託業者による作業またはプログラムの変更等を要する場合は、可能な限り、平時に取組んでおくことが望ましい。）
· 各部署が保有している情報の更新サイクルを平時から確認しておくことが必要共通の情報システムを複数の課で利用する場合のデータの更新状況の確認方法等を把握しておくことが必要（共通の情報システムを複数の課で利用する例：局や部単位で、局内・部内の情報を総合的に管理するシステムを運用している場合）。民間業者に業務を委託している場合は、迅速に当該民間業者からデータを提供してもらうとともに、当該業者がどのようなデータ管理をしているか、平時から確認しておくことが必要。
· 各部署が保有している情報につき、前回更新時との差分データを速やかに抽出することが可能かどうかについて確認が必要。
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	項目④
	情報保有部署に被災者台帳の制度の説明は行っているか。また、被災者台帳について、理解を得ているか。保有情報について、被災者台帳情報として共有することについて、理解を得ているか。
＜ポイント＞
· 災害発生後の迅速な被災者台帳作成のため、平時から、特に、情報保有部署の理解と納得が重要であることを踏まえ、制度の説明等を行うことが必要。
· 情報保有部署に対し、どの情報をどの部署が活用するか、あらかじめ話し合って合意しておくことが必要。
· 情報保有部署の担当者が異動する場合があることを踏まえ、組織として説明を受けているとの認識が必要（異動の際の引継項目とすることが必要）。
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	項目⑤
	情報保有部署の理解と了解を得たうえで、被災者台帳掲載項目について、市区町村庁舎内に周知しているか。
＜ポイント＞

· 災害発生後に、被災者台帳の活用によりどのような情報（被災者台帳掲載項目に関する情報）が共有できるのかを、事前に市区町村庁舎内の関係部署に広く周知することが必要（これにより、被災者支援を行う部署における当該情報の活用、それによる迅速、的確かつ効率的な被災者支援が実施できることになる。）。
· 平時から被災者台帳を活用することを前提に、被災者支援業務の事務フローを見直しておくことが望ましい。
· 複数の部署がそれぞれ保有する情報を突合する必要がある場合は、サンプルデータを使い、事前に試行しておくことが望ましい。

	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　１組織・体制　（２）被災者台帳関係部署①～②

	1-6
	部署①
	市区町村庁舎内に周知後に、被災者台帳情報活用を希望している部署（情報活用部署）を把握しているか。
＜ポイント＞
· 被災者台帳情報を活用して被災者支援を行う部署については、その業務運用に係る調整、ルールの周知等、平時からの対応が必要となるため、あらかじめその部署の把握が必要。
· 「全庁的に活用」するため全部署を対象とすると判断する場合においても、特に、被災者台帳を活用すると思われる主要な部署については、その他の部署以上に緊密に連携・調整を行うことがあることから、その特定が必要。

（想定される情報活用部署）

　・災害救助担当部署

　・税担当部署

　・被災者支援担当部署

　・福祉担当部署

　・上下水道、ガス等の担当部署

　・生活保護等の担当部署

・農林水産、商工担当部署（情報保有部署の可能性も有）

・教育担当部署
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	部署②
	情報保有部署及び情報活用部署に加えて、全体調整を行う関係部署を把握しているか。
＜ポイント＞
・情報保有部署及び情報活用部署に加えて、市区町村内の全体調整を行う部署についても、関係部署とすることが必要。

・「全庁的に活用」するため全部署を対象とすると判断する場合においても、特に、被災者台帳の情報を活用すると思われる主要な部署については、その他の部署以上に緊密に連携・調整を行うことがあることから、その特定が必要。

（想定される関係部署）（情報保有部署又は情報活用部署となっている可能性も有）

　・防災担当部署

・消防担当部署

・総合調整部署（首長直轄の全体調整部署）

・個人情報保護条例担当部署

・情報化担当部署

（被災者支援に係るシステムを導入しない場合であっても、情報保有部署においてシステムを整備している場合等、一定の関与が必要と思われる）

・税担当部署

・教育担当部署（主幹部署）

・福祉担当部署（主幹部署）


	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　１組織・体制　（３）被災者台帳関係部署会議①
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	会議①
	被災者台帳関係部署による会議を設置しているか。
＜ポイント＞
· 被災者台帳掲載項目に関するデータ情報の取扱いを協議するため、情報保有部署及び情報活用部署に加えて、市区町村内の全体調整を行う部署など関係部署による会議を設置することが必要（会議については、部課長級の幹部会議、担当者による会議などが想定される）。
· 災害発生直後に業務負荷が大きく迅速な対応が求められる住家の被害認定調査、罹災証明書の発行業務及び罹災証明書の内容のデータ化は、関係部署で別途関係会議を開催することが望ましい（ただし、被害認定調査と罹災証明書の交付業務が同一部署の場合は不要となる場合も考えられる）。
· 各部署における被災者台帳掲載項目に関するデータ情報の取扱いなど方針決定については幹部会議、データの形式や具体的なデータのやりとりなど事務的な事項については担当者会議など、内容によって協議すべき事項を定めることが必要。ただし、主管部署と関係部署が直接個別に協議を行い、会議を設置しない運営も考えられる（参考：事例集「岩手県大槌町」等）。
※会議における主な協議事項例

○幹部会議

・被災者台帳の作成に向けた全体スケジュール案の構築

・被災者台帳を活用する支援業務の内容の確認

・被災者台帳掲載項目の決定

・関係部署における被災者台帳掲載項目に関するデータ情報の取扱いに関するルール（ポリシー）策定

（情報保有部署からの情報提供方法、情報活用部署への情報提供方法、

情報の集約方法等）

・被災者台帳の整備方法の決定

（システム導入、Access、Excel活用、紙媒体等）

・被災者台帳情報のアクセス権限決定

・（コストを要する場合）被災者台帳維持管理に係る予算の決定
・被災者台帳の主管部署において担当職員が不足する場合の応援体制の決定
・首長等、幹部への報告事項

・会議構成員（関係部署）の追加、削除、変更　等

○担当者会議

・災害発生後の具体的な業務分担

・被災者台帳掲載項目の具体的な収集・提供スケジュール作成

・情報提供ルール作成（1-11 提供ルール①参照）

・情報共有ルール作成（1-12 共有ルール①参照）

・情報活用ルール作成（1-13 活用ルール①参照）

・幹部会議で決定したルールに基づく情報の具体的な取扱い

・（コストを要する場合）被災者台帳維持管理に係る予算の積み上げ　等


	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　２被災者台帳作成　（１）被災者台帳整備方法①
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	整備①
	被災者台帳の整備方法はどのようにするか。
＜ポイント＞

・人口規模、想定される災害の被害、関係部署及びデータ数、コスト、人的資源などを総合的に勘案し、被災者台帳関係部署による会議等において整備方法を決定することが必要。

・整備方法としては、通常の業務システムと連動したシステム、独立した個別システム、内閣府が提供するAccess版、Excel版のファイル、自団体におけるデータベース作成、紙媒体等、多様な選択肢がある。

・システムの導入等に当たっては、事前に次の点などに留意・検証を行うことが必要。

・先行して導入している市区町村への問い合わせ

・制作者からのシステム内容や利点等の聴取

・導入後は自市区町村において、災害時に運用が可能かどうか

・導入・運用に関するコスト

・導入せずに大規模災害が発生した場合に臨時に発生するコストの試算

・職員が操作可能か（職員による操作が困難な場合、民間等に委託するか。委託する場合は、災害発生時に対応可能か）

・システム導入後に運用可能な市区町村の体制が構築されているか

・整備に当たっては、災害発生時には即時に対応可能なよう、平時から導入を行うか、災害発生後に速やかに導入するかを検討することが必要。被災者台帳の整備に関して、職員があらかじめ作成手順を習熟する観点からも、平時から整備することが望ましい。
	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　２被災者台帳作成　（２）被災者台帳作成手順①
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	作成①
	被災者台帳の作成手順を定めているか。
＜ポイント＞

・作成手順書または作成マニュアルを作成し、適宜見直しを行うことが必要。

・作成手順書または作成マニュアルを関係部署で共有することが必要。


	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　２被災者台帳作成　（３）被災者台帳情報提供ルール①
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	提供ルール①
	被災者台帳情報提供ルールを定めているか。
＜ポイント＞

・情報提供のルールに関し、次の点などをあらかじめ定めていくことが必要。
・情報保有部署から情報提供を行う際のファイル形式

· 提供方法（システム等への流し込み、各部署で有しているExcel等の情報を
電子メールにより提供、紙媒体を持参等）
· 提供の期日（被災者台帳作成部署からの要請から○時間（○日）以内に情報を提供）
· データ更新の頻度（１日ごと､１週間ごと､２週間に１度等）を定めているか。
· 部署における主担当者が不在の場合の対応（複層的な提供と、情報拡散予防のための配慮の両立。複数の担当者が情報を共有できることが望ましいが、不用な情報の拡散を防止するため、例えば、関係部署全員に対して情報を提供するなどの措置は可能な限り避ける必要あり。また、情報保有部署においても、担当者不在の場合でも、情報提供が行えるよう、情報提供ルールを共有することが必要。）
· 被災者台帳掲載項目に関するデータ情報については、庁内だけではなく、都道府県、他の市区町村からも情報の提供を受けることが可能。一方で、他の地方公共団体から情報の提供を受ける必要がある場合は、担当部署の決定、他の地方公共団体との提供に関するルールも定めることが必要（例：都道府県、広域連合、一部事務組合等。）大規模災害発生時の市区町村外避難者の支援に必要な範囲の情報提供については、避難先等の特定が困難なことから、事前にルールを定めることは困難であるが、一方で、市区町村間で、避難受入協定等を締結している場合には、相互で被災者情報の共有についてルールを定めることも可能。


	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　３被災者台帳活用　（１）市区町村内における共有ルール①
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	共有ルール①
	被災者台帳共有ルールを定めているか。

＜ポイント＞

· 被災者台帳掲載項目に関するデータ情報は、特定の行政目的達成のために収集した行政情報を、被災者の援護の観点から目的外使用を可能とするものであるため、関係部署は限定することが必要。
· 真に機密性の高い重要情報は、共有しないこととすることが必要（例えば災害援護資金の融資の有無は共有しても融資金額までは共有しない）。
· 情報の共有が難しいものについては、その情報を利用しない支援の枠組みを準備することも検討することが必要（例えば所得等の税情報のように、税部局以外の部署が実施する支援の場合）。
· 被災者台帳掲載項目に関する情報についても、データ項目すべてを関係部署間で共有しなければならないものではなく、必要に応じて、「このデータに関してはこの部署とこの部署のみ」といった限定を行う事も検討。
· 不用意に情報が漏洩しないよう、職員には情報セキュリティポリシーの遵守を徹底させるとともに、必要に応じた漏洩防止措置を講じることが望まれる。
· 集約された情報を定期的に電子メールで共有（過去のデータはその都度破棄）、庁内LAN共有のフォルダ、サーバー、クラウド等。紙媒体の場合は、設置部署。

	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　３被災者台帳活用　（２）市区町村内における活用ルール①

	1-13
	活用ルール①
	被災者台帳活用ルールを定めているか。

＜ポイント＞

· 被災者台帳掲載項目に関する情報について、どの部署が、どの支援施策を実施するために活用するのか、明確化することが必要。
· 被災者台帳掲載項目に関する情報を使用して、関係部署において個別のデータを作成する場合の情報の管理方法について、ルールを定めることが必要。
· 被災者台帳掲載項目に関する情報については、一定の手続き（提供先によっては、本人同意や個人情報保護審査会等）を経ることにより、他の地方公共団体への提供、本人への提供、本人同意を得て外部機関への提供が可能であるが、本人及び外部への提供に当たっての窓口となる部署を設定することが必要。

	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　４被災者台帳理解向上　（１）首長を含めた幹部の理解①
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	幹部①
	被災者台帳について首長をはじめとする幹部の理解を得ているか。

＜ポイント＞

· 被災者台帳は、被災者支援を行うための基盤であり、多くの関係部署が関与することや、被災者台帳掲載項目に関する情報が被災者支援のためのトップの決断に大きく寄与することから、データ項目、作成方法、各ルールについて、首長の理解と納得を得ることが重要。

	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　４被災者台帳理解向上　（２）職員への周知①
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	職員①
	被災者台帳について職員への周知を行っているか。

＜ポイント＞

· 被災者台帳は、被災者支援を行うための基盤であり、多くの関係部署が関与することから、被災者台帳の趣旨、市区町村における活用方針等について、被災者台帳に関係する職員に周知することが必要。
· より有効な被災者台帳の活用のため、定期的な研修の実施、訓練等に被災者台帳作成を盛り込むなど、職員への継続的な取組にも努めることが必要。


	
	

	ステップⅠ　平時からの備え　４被災者台帳理解向上　（３）住民への周知①
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	住民①
	被災者台帳について住民への周知を行っているか。

＜ポイント＞

· 被災者台帳は、住民にとって次のような効果が期待できることから、被災者台帳の作成について、平時から住民に広く周知することが必要。
· 本人同意を得ることで外部機関への提供が可能となり、例えば、公共料金事業者、社会福祉協議会、被災者支援等を実施しているNPOに市区町村から情報提供を行うことで、被災者にとっては、ワンストップサービスでこうした様々な支援を受けることが可能となること
· 罹災証明書の添付を省略することが可能な（簡便な申請）手続きがあること
· 住民本人が被災者台帳掲載項目に関する情報を、容易に取得可能であること（これにより、支援全体の内容などを漏れなく確認できる）
· 被災者台帳作成により、支援の漏れの防止が期待されること

	
	


